
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

第４ 章 様式集 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

  

様 

式 

集 

1



 

 

３ ． 宅地造成等工事関係様式（ 案）   
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４ ． 事前相談関係様式（ 案）   
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様式第二 許可申請書（ 土地の形質変更）  

宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の許可申請書 

 

 
年  月  日 

 
殿 

 
申請者 氏名 

※手数料欄 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                         ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

(代 表 地 点 の 緯 度 経 度 )  

 
(緯度：       度      分      秒、  

経度：       度      分      秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工事着手前の土地利用状況  

7 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

8 盛 土 の タ イ プ 
平地盛土、 腹付け盛土 

・ 谷埋め盛土 

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・ 無 

10 
工 

事 

の 

概 

要 

イ  盛土又は切土の高さ  メ ート ル 

ロ  盛土又は切土をする  

土地の面積 平方メ ート ル 

ハ 盛土又は切土の土量 
盛  土 立方メ ート ル 

切  土 立方メ ート ル 

ニ 擁 壁 

番  号 構  造 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ホ 崖面崩壊防止施設 

番  号 種  類 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番  号 種  類 内法寸法 延  長 

  センチ 

メ ート ル 

メ ート ル 

    

    

ト  崖面の 保護の 方法  

チ 崖面以外の地表面の 

保護の方法 

 

第 12 条第 1 項 
第 30 条第 1 項 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、  

 
許可を申請し ま す。  

5



 

 

リ  工事中の危害防止の 

ための措置 

 

ヌ  そ の 他 の 措 置  

ル 工事着手予定年月日 年    月    日 

ヲ  工事完了予定年月日 年    月    日 

ワ  工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

※受 付 欄 ※決 裁 欄 ※ 
許可に当たって付

し た条件 
※許 可 番 号 欄 

年  月  日   年  月  日 

第     号 第     号 

係員氏名 係員氏名 

〔 注意〕  

1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 申請者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 3 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。  

 4 2 欄は、 資格を有する 者の設計によ ら なければなら ない工事を含むと き は、 氏名の横に○印

を付し てく ださ い。  

 5 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 6 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入

し てく ださ い。  

7 8 欄は、 該当する 盛土タ イ プに○印を付し てく ださ い(複数選択可)。  

 8 9 欄は、 渓流等(令第 7 条第 2 項第 2 号に規定する 土地をいう 。 )への該当の有無のいずれか

に○印を付し てく ださ い。  

  9 11 欄は、 宅地造成又は特定盛土等に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許

可、 認可等を要する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ

い。  

 10 本申請書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を

目的と し て、 市町村等の行政機関への情報提供及び許可情報の公表に利用いたし ま す。  
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様式第三 資金計画書（ 土地の形質変更）  

資金計画書（ 宅地造成又は特定盛土等に関する 工事）  

1 収支計画 

（ 単位 千円）  

科   目 金   額 

収 

 
 
入 

自己資金 

 
借入金 

 
○○○ 

 
処分収入 

○○○ 
 
補助負担金 

○○○ 
 
○○○ 
 

計 

 

支 

 
 
出 

用地費 

 
工事費 

 
整地工事費 

 
道路工事費 

 
排水施設工事費 

 
防災施設工事費 

 
○○○ 

 
附帯工事費 

 
事務費 

 
 
借入金利息 

 
○○○ 

 
計 

 

 
2 年度別資金計画書 

（ 単位 千円）  

年度 
年度 年度 

  
年度 計 

科目 

7



 

 

支 

 
出 

事業費 

用地費 

工事費 

附帯工事費 

事務費 

借入金利息 

○○○ 

借入償還金 

○○○ 

      計 

     

収 

 
入 

自己資金 

借入金 

○○○ 

処分収入 

○○○ 

補助負担金 

○○○ 

○○○ 

計 

     

借入金の借入先      
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様式第四 許可申請書（ 土石の堆積）  

 
土石の堆積に関する 工事の許可申請書 

 

年  月  日 

 殿 

 
申請者 氏名 

※手数料欄 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                    ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ) 

 
（ 緯度：     度     分    秒、  

経度：     度     分    秒）  

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工 事 の 目 的  

7 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 高 さ  メ ート ル 

ロ  土 石の 堆積を 行う 土 地の 面積 平方メ ート ル 

ハ 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 土 量 立方メ ート ル 

ニ 土石の堆積を行う 土地の最大勾配  

ホ 勾配が十分の一を超える 土地にお

ける 堆積し た土石の崩壊を防止する

ための措置 

 

ヘ 土石の堆積を行う 土地における 地

盤の改良その他の必要な措置 

 

ト  空 地 の 設 置 

番  号 空地の幅 

 メ ート ル 

  

  

チ 雨水その他の地表水を有効に排除

する 措置 

 

リ  堆積し た土石の崩壊に伴う 土砂の

流出を防止する 措置 

 

ヌ  工事中の危害防止のた めの措置  

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ  工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

8 そ の 他 必 要 な 事 項  

※受 付 欄 ※決 裁 欄 ※ 
許可に当たって付

し た条件 
※許 可 番 号 欄 

年  月  日   年  月  日 

第     号 第     号 

係員氏名 係員氏名 

〔 注意〕  

第 12 条第 1 項 
第 30 条第 1 項 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、許 
 
可を申請し ま す。  

9



 

 

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 申請者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 3 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。  

 4 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 5 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入

し てく ださ い。  

 6 7 欄リ は、 鋼矢板等を設置する と き は、 当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、 種類、 高さ 及

び延長を記入し 、 それ以外の措置を講ずる と き は、 措置の内容を記入し てく ださ い。  

7 8 欄は、 土石の堆積に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を要

する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  

 ８  本申請書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を

目的と し て、 市町村等の行政機関への情報提供及び許可情報の公表に利用いたし ま す。  
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様式第五 資金計画書（ 土石の堆積）  

資金計画書（ 土石の堆積に関する 工事）  

1 収支計画 

（ 単位 千円）  

科   目 金   額 

収 

 

 

入 

自己資金 

 

借入金 

 

○○○ 

 

処分収入 

○○○ 

 

補助負担金 

○○○ 

 

○○○ 

 

計 

 

支 

 

 

出 

用地費 

 

工事費 

 

整地工事費 

 

防災施設工事費 

 

撤去工事費 

 

○○○ 

 

附帯工事費 

 

事務費 

 

借入金利息 

 

○○○ 

 

計 
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2 年度別資金計画書 

（ 単位 千円）  

年度 
年度 年度 

  
年度 計 

科目 

支 

 

出 

事業費 

用地費 

工事費 

附帯工事費 

事務費 

借入金利息 

○○○ 

借入償還金 

○○○ 

      計 

     

収 

 
入 

自己資金 

借入金 

○○○ 

処分収入 

○○○ 

補助負担金 

○○○ 

○○○ 

       計 

     

借入金の借入先     
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様式第七 変更許可申請書（ 土地の形質変更）  

 
宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の変更許可申請書 

 

年  月  日 

殿 

申請者 氏名 

※手数料欄 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                         ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

(代 表 地 点 の 緯 度 経 度 )  

 
(緯度：       度      分      秒、  

経度：       度      分      秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工事着手前の土地利用状況  

7 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

8 盛 土 の タ イ プ 
平地盛土、 腹付け盛土 

・ 谷埋め盛土 

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・ 無 

10 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  盛土又は切土の高さ  メ ート ル 

ロ  盛土又は切土を する 土地の面積 平方メ ート ル 

ハ 盛土又は切土の土量 
盛  土 立方メ ート ル 

切  土 立方メ ート ル 

ニ 擁 壁 

番  号 構  造 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ホ 崖面崩壊防止施設 

番  号 種  類 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番  号 種  類 内 法 寸 法 延  長 

  センチメ ート ル メ ート ル 

    

    

ト  崖面の 保護の 方法  

チ 崖面以外の地表面の保護の方法  

リ  工事中の危害防止のための措置  

ヌ  そ の 他 の 措 置  

ル 工事着手予定年月日 年    月    日 

ヲ  工事完了予定年月日 年    月    日 

ワ  工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

宅地造成及び特定盛土等規制法           の規定によ り 、変更 

 
の許可を申請し ま す。  

第 16 条第 1 項 
第 35 条第 1 項 

13



 

 

12 変 更 の 理 由  

13 許 可 番 号 第      号 

※受 付 欄 ※決 裁 欄 ※ 
許可に当たって付

し た条件 
※許 可 番 号 欄 

年  月  日   年  月  日 

第     号 第     号 

係員氏名 係員氏名 

〔 注意〕  

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 申請者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 3 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。  

 4 2 欄は、 資格を有する 者の設計によ ら なければなら ない工事を含むと き は、 氏名の横に○印

を付し てく ださ い。  

 5 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 6 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入

し てく ださ い。  

7 8 欄は、 該当する 盛土タ イ プに○印を付し てく ださ い(複数選択可)。  

8 9 欄は、 渓流等(令第 7 条第 2 項第 2 号に規定する 土地をいう 。 )への該当の有無のいずれか

に○印を付し てく ださ い。  

  9 11 欄は、 宅地造成又は特定盛土等に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許

可、 認可等を要する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ

い。  

 

14



 

 

様式第八 変更許可申請書（ 土石の堆積）  

土石の堆積に関する 工事の変更許可申請書 

 

年  月  日 

 殿 

 
申請者 氏名 

※手数料欄 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                    ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ) 

 
(緯度：     度    分    秒、  

経度：     度    分    秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工 事 の 目 的  

7 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 高 さ  メ ート ル 

ロ  土 石 の 堆 積 を 行 う 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

ハ 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 土 量 立方メ ート ル 

ニ 土石の 堆積を 行う 土地の 最大勾配  

ホ 勾配が十分の一を超える 土地における

堆積し た土石の崩壊を防止する ための措

置 

 

ヘ 土石の堆積を行う 土地における 地盤の

改良その他の必要な措置 

 

ト  空 地 の 設 置 

番  号 空地の幅 

 メ ート ル 

  

  

チ 雨水そ の 他の 地表水を 有効に 排除 

する 措置 

 

 

リ  堆積し た土石の崩壊に伴う 土砂の流出

を防止する 措置 

 

ヌ  工 事 中 の 危 害 防 止 の た め の 措 置  

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ  工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

8 そ の 他 必 要 な 事 項  

9 変 更 の 理 由  

10 許 可 番 号 第    号 

※受 付 欄 ※決 裁 欄 ※
許可に当たって付し

た条件 
※許 可 番 号 欄 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、許 
 
可を申請し ま す。  

第 16 条第 1 項 
第 35 条第 1 項 

15



 

 

年  月  日   年  月  日 

第     号   第     号 

係員氏名   係員氏名 

〔 注意〕  

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 申請者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 3 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。  

 4 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 5 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入

し てく ださ い。  

 6 7 欄リ は、 鋼矢板等を設置する と き は、 当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、 種類、 高さ 及

び延長を記入し 、 それ以外の措置を講ずる と き は、 措置の内容を記入し てく ださ い。  

7 8 欄は、 土石の堆積に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を要

する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  
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様式第九 完了検査申請書 

 
 
 
 
 

宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の完了検査申請書 

                            年   月   日 

           殿 

工事主 住所 

氏名 

 
宅地造成及び特定盛土等規制法 

 

1 工 事 完 了 年 月 日 年   月   日 

2 許 可 番 号 第         号 

3 許 可 年 月 日 年   月   日 

4 工事を し た 土地の 所在地及び地番  

5 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

6 備 考  

 
〔 注意〕  

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 工事主又は 5 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく

ださ い。  

 

第 17 条第 1 項 

第 36 条第 1 項 

※受 付 欄 

年 月 日 

第   号 

の規定によ る 検査を申請し ま す。  
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様式第十一 確認申請書 

 
 
 
 
 

土石の堆積に関する 工事の確認申請書 

 
                            年   月   日 

           殿 

工事主 住所 

氏名 

 
宅地造成及び特定盛土等規制法 

 
 

1 工 事 完 了 年 月 日 年   月   日 

2 許 可 番 号 第         号 

3 許 可 年 月 日 年   月   日 

4 工事を し た 土地の 所在地及び地番  

5 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

6 備 考  

〔 注意〕  

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 工事主又は 5 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく

ださ い。  

  

第 17 条第 4 項 

第 36 条第 4 項 

※受 付 欄 

年 月 日 

第   号 

の規定によ る 確認を申請し ま す。  
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様式第十三 中間検査申請書 

 
 
 
 
 

宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の中間検査申請書 

                            年   月   日 

           殿 

工事主 住所 

氏名 

 
宅地造成及び特定盛土等規制法           の規定によ る 中間検査を申請し ま す。  

 
 

1 許 可 番 号 第         号 

2 許 可 年 月 日 年   月   日 

3 工事をし ている 土地の所在地及び地番  

4 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

5 今回中間検査の対象と なる 特定工程に

係る 工事 

検 査 実 施 回 第   回 

特 定 工 程  

特定工程に係る  

工事終了年月日 
年   月   日 

6 今回申請以前の 中間検査受検履歴 

検 査 実 施 回 第   回 第   回 

特 定 工 程   

中間検査合格証   

 番 号 第   号 第   号 

 交 付 年 月 日 年  月  日 年  月  日 

7 今回申請以降の 中間検査受検予定 

検 査 実 施 回 第   回 第   回 

特 定 工 程   

特定工程に係る  

工 事 終 了 予 定 

年 月 日 

年  月  日 年  月  日 

8 備考  

〔 注意〕  

 1 ※印のある 欄は記入し ないでく ださ い。  

 2 工事主又は 4 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく

ださ い。  

 3 6 及び 7 欄は、 記入欄が不足する と き は、 別紙に必要な事項を記入し て添えてく ださ い。  

 
 
  

第 18 条第 1 項 

第 37 条第 1 項 

※受 付 欄 

年 月 日 

第   号 
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様式第十五 区域指定時の届出書（ 土地の形質変更）  

 
宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の届出書 

 
年   月   日 

              殿 

工事主 住所 

氏名 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、 下記の工事について届け出ま す。  
 

記 

1 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

2 工事を し て い る 土地の 所在地及び  

地番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ）  

 

 
 
（ 緯度：     度    分    秒、  

経度：     度    分    秒）  

3 工 事 を し て い る 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

4 盛 土 の タ イ プ 
平地盛土・ 腹付け盛土 

・ 谷埋め盛土 

5 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ  メ ート ル 

6 盛 土 又 は 切 土 を す る 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

7 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 
盛 土 立方メ ート ル 

切 土 立方メ ート ル 

8 工 事 着 手 年 月 日 年   月   日 

9 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年   月   日 

10 工 事 の 進 捗 状 況  

〔 注意〕  

 1 工事主又は 1 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく

ださ い。  

 2  2 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位ま で記入し てく ださ い。  

 ３  本届出書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を目的と し て、 市町

村等の行政機関への情報提供及び届出情報の公表に利用いたし ま す。  

  

第 21 条第 1 項 

第 40 条第 1 項 
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様式第十六 区域指定時の届出書（ 土石の堆積）  

 
 

土石の堆積に関する 工事の届出書 

年   月   日 

              殿 

工事主 住所 

氏名 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、 下記の工事について届け出ま す。  
 

記 

1 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

2 工事を し て い る 土地の 所在地及び 

地番 

（ 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ）  

 

（ 緯度：     度    分    秒、  

経度：     度    分    秒）  

3 工 事 を し て い る 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

4 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 高 さ  メ ート ル 

5 土 石 の 堆 積 を 行 う 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 土 量 立方メ ート ル 

7 工 事 着 手 年 月 日 年   月   日 

8 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年   月   日 

9 工 事 の 進 捗 状 況  

〔 注意〕  

 1 工事主又は 1 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく

ださ い。  

 2  2 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位ま で記入し てく ださ い。  

 ３  本届出書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を目的と し て、 市町

村等の行政機関への情報提供及び届出情報の公表に利用いたし ま す。  

 
  

第 21 条第 1 項 

第 40 条第 1 項 
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様式第十七 擁壁等の除却の届出書 

 
擁壁等に関する 工事の届出書 

 
年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、 下記の工事について届け出ま す。  
 

記 

1 工事が行わ れる 土地 

の所在地及び地番 
 

2 行おう と する 工事の 

種類及び内容 
 

3 工事着手予定年月日 年   月   日 

4 工事完了予定年月日 年   月   日 

 
〔 注意〕  届出者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 
 

第 21 条第 3 項 

第 40 条第 3 項 
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様式第十八 公共施設用地から の転用の届出書 

 
公共施設用地の転用の届出書 

 
年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 

 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法            の規定によ り 、 下記のと おり 届け出ま す。  
 

記 

1 転用し た土地の所在地 

及び地番 
 

2 転 用 し た 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

3 転 用 前 の 用 途  

4 転 用 後 の 用 途  

5 転 用 年 月 日 年   月   日 

 
〔 注意〕  届出者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 

第 21 条第 4 項 

第 40 条第 4 項 

23



 

 

様式第十九 特盛区域における 工事の届出書（ 土地の形質変更）  

 
特定盛土等に関する 工事の届出書 

年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 27 条第 1 項の規定によ り 、 下記の工事について届け出ま す。  

 

記 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                  ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 )  

 
(緯度：       度      分      秒、  

経度：       度      分      秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工事着手前の土地利用状況  

7 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

8 盛 土 の タ イ プ 
平地盛土、 腹付け盛土 

・ 谷埋め盛土 

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・ 無 

10 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  盛 土 又 は 切 土 の 高 さ  メ ート ル 

ロ  盛土又は切土を する 土地の面積 平方メ ート ル 

ハ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 
盛  土 立方メ ート ル 

切  土 立方メ ート ル 

ニ 擁 壁 

番  号 構  造 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ホ 崖 面 崩 壊 防 止 施 設 

番  号 種  類 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 
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ヘ 排 水 施 設 

番  号 種  類 内法寸法 延  長 

  セン チメ ート ル メ ート ル 

    

    

ト  崖 面 の 保 護 の 方 法  

チ 崖面以外の地表面の保護の方法  

リ  工事中の危害防止のための措置  

ヌ  そ の 他 の 措 置  

ル 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ヲ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

〔 注意〕  

1 届出者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

2 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。   

3 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

4 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位ま で記入

し てく ださ い。  

5 8 欄は、 該当する 盛土タ イ プに○印を付し てく ださ い(複数選択可)。  

6 9 欄は、 渓流等(令第 7 条第 2 項第 2 号に規定する 土地をいう 。 )への該当の有無のいずれか

に○印を付し てく ださ い。  

7 11 欄は、 特定盛土等に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を要

する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  

８  本届出書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を目

的と し て、 市町村等の行政機関への情報提供及び届出情報の公表に利用いたし ま す。  

 
  

25



 

 

様式第二十 特盛区域における 工事の届出書（ 土石の堆積）  

土石の堆積に関する 工事の届出書 

年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 27 条第 1 項の規定によ り 、 下記の工事について届け出ま す。  

 
記 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                    ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ) 

 
(緯度：     度    分    秒、  

経度：     度    分    秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工 事 の 目 的  

7 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 高 さ  メ ート ル 

ロ  土 石 の 堆 積 を 行 う 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

ハ 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 土 量 立方メ ート ル 

ニ 土石の堆積を 行う 土地の最大勾配  

ホ 勾配が十分の一を超える 土地におけ

る 堆積し た土石の崩壊を防止する ため

の措置 

 

ヘ 土石の堆積を行う 土地における 地盤

の改良その他の必要な措置 

 

ト  空 地 の 設 置 

番  号 空地の幅 

 メ ート ル 

  

  

チ 雨水その他の地表水を 有効に排除 

する 措置 

 

リ  堆積し た土石の崩壊に伴う 土砂の流

出を防止する 措置 

 

ヌ  工事中の 危害防止の た め の 措置  

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ  工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

8 そ の 他 必 要 な 事 項  

〔 注意〕  

 1 届出者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 2 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。   

 3 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 4 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入
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し てく ださ い。  

 5 7 欄リ は、 鋼矢板等を設置する と き は、 当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、 種類、 高さ 及

び延長を記入し 、 それ以外の措置を講ずる と き は、 措置の内容を記入し てく ださ い。  

 6 8 欄は、 土石の堆積に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を要

する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  

７  本届出書及び添付書類に記載さ れた個人情報は、 宅地造成又は特定盛土等規制法の運用を

目的と し て、 市町村等の行政機関への情報提供及び届出情報の公表に利用いたし ま す 
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様式第二十一 特盛区域における 工事の変更届出書（ 土地の形質変更）  

特定盛土等に関する 工事の変更届出書 

年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 28 条第 1 項の規定によ り 、 下記の工事の変更について届け出ま す。  

 
記 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 ) 

 
(                         ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 )  

 
(緯度：       度      分      秒、  

経度：       度      分      秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工事着手前の土地利用状況  

7 工 事 完 了 後 の 土 地 利 用  

8 盛 土 の タ イ プ 
平地盛土、 腹付け盛土 

・ 谷埋め盛土 

9 土 地 の 地 形 渓流等への該当 有・ 無 

10 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  盛 土 又 は 切 土 の 高 さ  メ ート ル 

ロ  盛土又は切土を する 土地の面積 平方メ ート ル 

ハ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 
盛  土 立方メ ート ル 

切  土 立方メ ート ル 

ニ 擁 壁 

番  号 構  造 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ホ 崖 面 崩 壊 防 止 施 設 

番  号 種  類 高  さ  延  長 

  メ ート ル メ ート ル 

    

    

ヘ 排 水 施 設 

番  号 種  類 内法寸法 延  長 

  セン チメ ート ル メ ート ル 

    

    

ト  崖 面 の 保 護 の 方 法  

チ 崖面以外の地表面の保護の方法  

リ  工事中の危害防止のための措置  

ヌ  そ の 他 の 措 置  

ル 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ヲ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 程 の 概 要  

11 そ の 他 必 要 な 事 項  

12 変 更 の 理 由  
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〔 注意〕  

 1 届出者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 2 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。   

 3 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

 4 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位まで記入

し てく ださ い。  

 5 8 欄は、 該当する 盛土タ イ プに○印を付し てく ださ い(複数選択可)。  

 6 9 欄は、 渓流等(令第 7 条第 2 項第 2 号に規定する 土地をいう 。 )への該当の有無のいずれか

に○印を付し てく ださ い。  

7 11 欄は、 特定盛土等に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を

要する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  
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様式第二十二 特盛区域における 工事の届出書（ 土石の堆積）  

 
土石の堆積に関する 工事の変更届出書 

年   月   日 

 
              殿 

 
届出者 住所 

氏名 
 

宅地造成及び特定盛土等規制法第 28 条第 1 項の規定によ り 、 下記の工事の変更について届け出ま す。  

記 

1 工 事 主 住 所 氏 名 

( 法 人 役 員 住 所 氏 名 )  

 
(                     ) 

2 設 計 者 住 所 氏 名  

3 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

4 土 地 の 所 在 地 及 び 地 番 

( 代 表 地 点 の 緯 度 経 度 ) 

 
(緯度：     度    分    秒、   

経度：     度    分    秒) 

5 土 地 の 面 積 平方メ ート ル 

6 工 事 の 目 的  

7 
 

工 

 
事 

 
の 

 
概 

 
要 

イ  土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 高 さ  メ ート ル 

ロ  土 石の 堆積 を 行う 土地の 面積 平方メ ート ル 

ハ 土 石 の 堆 積 の 最 大 堆 積 土 量 立方メ ート ル 

ニ 土石の堆積を行う 土地の最大勾配  

ホ 勾配が十分の一を超える 土地にお

ける 堆積し た土石の崩壊を防止する

ための措置 

 

ヘ 土石の堆積を行う 土地における 地

盤の改良その他の必要な措置 

 

ト  空 地 の 設 置 

番  号 空地の幅 

 メ ート ル 

  

  

チ 雨水その他の地表水を有効に排除 

する 措置 

 

リ  堆積し た土石の崩壊に伴う 土砂の

流出を防止する 措置 

 

ヌ  工事中の危害防止のた めの措置  

ル そ の 他 の 措 置  

ヲ  工 事 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

ワ  工 事 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

カ 工 程 の 概 要  

8 そ の 他 必 要 な 事 項  

9 変 更 の 理 由  

〔 注意〕  

1 届出者、 1 欄の工事主、 2 欄の設計者又は 3 欄の工事施行者が法人である と き は、 氏名は、

当該法人の名称及び代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

2 1 欄の工事主が法人である と き は、 工事主住所氏名のほか、 当該法人の役員住所氏名を記入

し てく ださ い。  

30



 

 

3 3 欄は、 未定のと き は、 後で定ま ってから 工事着手前に届け出てく ださ い。  

4 4 欄は、 代表地点の緯度及び経度を世界測地系に従って測量し 、 小数点以下第一位ま で記入

し てく ださ い。  

5 7 欄リ は、 鋼矢板等を設置する と き は、 当該鋼矢板等についてそれぞれ番号、 種類、 高さ 及

び延長を記入し 、 それ以外の措置を講ずる と き は、 措置の内容を記入し てく ださ い。  

6 8 欄は、 土石の堆積に関する 工事を施行する こ と について他の法令によ る 許可、 認可等を要

する 場合においてのみ、 その許可、 認可等の手続の状況を記入し てく ださ い。  
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様式第二十三 標識（ 土地の形質変更）  

宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の標識 

 
  

  

 
1 工事主の住所氏名  

見取図 

2 許可番号 第    号 

3 許可又は届出年月日 年   月   日 

4 工事施行者の氏名  

5 現場管理者の氏名  

6 盛土又は切土の高さ  メ ート ル 

7 盛土又は切土をする 土地の面積 平方メ ート ル 

8 盛土又は切土の土量 
盛土 立方メ ート ル 

切土 立方メ ート ル 

9 工事着手予定年月日 年   月   日 

10 工事完了予定年月日 年   月   日 

11 
工事に係る 問合せを受ける ため

の工事関係者の連絡先 
 

12 
許可ま たは届出担当の都道府県

部局名称連絡先 
 

   

 

  

 
 

〔 注意〕  

 1  1 欄の工事主、 4 欄の工事施行者又は 5 欄の現場管理者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び

代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

 2  2、 3、 9 及び 10 欄は、 許可証の交付を受けた工事においては、 当該許可証の許可番号、 許可期間をそれぞ

れ記入し てく ださ い。  

  

宅地造成及び特定盛土等に関する 工事の許可 
特定盛土等に関する 工事の届出 

済標識 

50 センチメ ート ル以上 

90 センチメ ート ル以上  
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様式第二十四 標識（ 土石の堆積）  

土石の堆積に関する 工事の標識 

 
  

 

土石の堆積に関する 工事の許可又は届出済標識 

 
1 工事主の住所氏名  見取図 

2 許可番号 第    号  

3 許可又は届出年月日 年   月   日  

4 工事施行者の氏名   

5 現場管理者の氏名   

6 土石の堆積の最大堆積高さ  メ ート ル  

7 土石の堆積を行う 土地の面積 平方メ ート ル  

8 土石の堆積の最大堆積土量 立方メ ート ル  

9 工事着手予定年月日 年   月   日  

10 工事完了予定年月日 年   月   日  

11 
工事に係る 問合せを受ける ため

の工事関係者の連絡先 
  

12 
許可ま たは届出担当の都道府県

部局名称連絡先 
  

   

 

  

 
 

〔 注意〕  

1  1 欄の工事主、 4 欄の工事施行者又は 5 欄の現場管理者が法人である と き は、 氏名は、 当該法人の名称及び

代表者の氏名を記入し てく ださ い。  

2  2、 3、 9 及び 10 欄は、 許可証の交付を受けた工事においては、 当該許可証の許可番号、 許可期間をそれぞ

れ記入し てく ださ い。  

  
  

90 センチメ ート ル以上  

50 センチメ ート ル以上 
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様式第４  宅地造成等に関する 工事の協議申出書 

                              年   月   日 

 鹿 児 島 市 長         殿 

             申請者 住所 

                 氏名                   印 

 宅地造成及び特定盛土等規制法{ 第１ ５ 条

第３ ４ 条} の規定によ り 協議を申し 出ま す。  

１  工 事 主 住 所 氏 名              

２  設 計 者 住 所 氏 名              

３  工 事 施 行 者 住 所 氏 名              

４  宅 地 の 所 在 及 び 地 番             鹿児島市 

５  宅 地 の 面 積             平方メ ート ル 

６  

 
工 

 
 

事 

 
 

の 

 
 

概 

 
 

要 

ア 切土又は盛土をする  

  土地の面積 

平方メ ート ル 

イ  切土又は盛土の土量 
切 土 立方メ ート ル 

盛 土 立方メ ート ル 

ウ  擁 壁          

番 号 構  造 高  さ  延  長 

  ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

エ 崖面崩壊防止施設 

番 号 種  類 高  さ  延  長 

  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

ｍ  

オ 排 水 施 設          

番 号 種  類 内のり 寸法 延  長 

  ㎝ 

㎝ 

㎝ 

ｍ  

ｍ  

ｍ  

カ がけ面の保護の方法  

キ 工事中の危害防止の 

  ための措置 

 

ク  その他の措置  

ケ 工事着手予定年月日               年   月   日 

コ  工事完了予定年月日               年   月   日 

サ 工程の概要  

７  その他必要な事項  

※ 許可にあたっ  

  て付し た条件 
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様式第５  宅地造成等工事着手届 

 
宅地造成等工事着手届 

 
年  月  日 

 

 鹿 児 島 市 長         殿 

                届出者 住所 

                    氏名               印 
 
 

 宅地造成等の工事に着手し たいので、 鹿児島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第６

条の規定によ り 、 次のと おり 届け出ま す。  

 

１  許可年月日及び番号    年  月  日     第        号 

２  宅地造成等位置及び地番  

３  工事着手年月日    年  月  日 

４  完了予定年月日    年  月  日 

５  

工 

事 

監 

理 

者 

住 所 氏 名         
 

連 絡 場 所         

           （ 電話           ）  

資 格 免 許 等          

６  

工 

事 

施 

行 

者 

住 所 氏 名         
 

連 絡 場 所         

           （ 電話           ）  

主任 

技術 

者 

住 所 氏 名      
 

資格免許等 
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様式第６  宅地造成等工事廃止届出 

 

                             年   月   日 
 

  鹿 児 島 市 長 殿 

 

               工事主 住所 

                   氏名                印 

 
宅 地 造 成 等 工 事 廃 止 届                         

 
 工事を廃止し たので届け出ま す。  
 

廃止の理由 

 
 

許 可 年 月 日        

及 び 番

号 

 
 
 
      年  月  日      第        号 

 
  受付印 

 

 課 長 係 長 係 
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様式第７  宅地造成等工事一部完了検査申請書 

 

 
宅 地 造 成 等 工 事 一 部 完 了 検 査 申 請 書                         

 
鹿児島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第 8 条第 2 項の規定によ る 検査を申請し ま す。  

 
年  月  日 

 
鹿児島市長殿 

 
工事主 住所 

氏名                 印 

 

１  工事一部完了年月日     年   月   日 

２  許 可 番 号     第     号 

３  許 可 年 月 日     年   月   日 

４  工事をし た土地の所在 

及び地番 
 

５  工事施行者住所氏名  

６  工事一部完了地の面積 平方メ ート ル 

７  工事一部完了検査を必 

要と する 理由 
 

８  工 事 完 了 箇 所 図  別添のと おり  

９  備 考  
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様式第９  届出工事変更届書 

 

                              年   月   日 

 
 鹿児島市長 殿 

 
                 工事主 住所 

 
                     氏名               印 

 
届 出 工 事 変 更 届 書                   

 
 次のと おり 届出工事を変更し たので届け出ま す。  

 

 
変 更 前 変 更 後 

１  工事を し ている 土地の

所在及び地番 
  

２  工事を し ている 土地の

面積 

 
平方メ ート ル 

 
平方メ ート ル 

３  工事着手年月日  年  月  日 年  月  日 

４  工事完了予定年月日  年  月  日 年  月  日 

５  工事の進ちょ く 状況   

許 可 年 月 日             

及 び 番 号             

 
     年  月  日      第      号 

 

 
 受付印 

 課 長 係 長 係 
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様式第１ ０  宅地造成又は特定盛土等に関する 工事の定期報告書 

 

 

定 期 報 告 書 

年  月  日 

鹿児島市長 殿 
 

工事主 住所 

    氏名 
法人にあっては、 その事務所の 

所在地、 名称及び代表者の氏名 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法（ 昭和 36 年法律第 191 号） {
第 19 条第 1 項

第 38 条第 1 項} の規定

に基づき 、 工事の実施状況等について以下のと おり 報告し ま す。  
 

共

通 

1 工 事 が 施 行 さ れ る 土 地 の 所 在 地  

2 工 事 の 許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号  

3 
前 回 の 報 告 年 月 日 

（ 2 回 目 以 降 の み 記 入 ）  
 

宅

地

造

成

又

は

特

定 

盛

土

等

に

関

す

る

工

事 

4 報告の時点における 盛土又は切土の高さ  
 

 

5 報告の時点における 盛土又は切土の面積 
 

 

6 報告の時点における 盛土又は切土の土量 
 

 

7 
報 告 の 時 点 に お け る 擁 壁 等 

に 関 す る 工 事 の 施 行 状 況 
 

土
石
の
堆
積
に
関
す
る
工
事 

8 報告の時点におけ る 土石の堆積の高さ   

9 報告の時点におけ る 土石の堆積の面積  

10 
報 告 の 時 点 に お け る 堆 積 

さ れ て い る 土 石 の 土 量 
 

11 
前回の報告の時点から 新たに堆積さ れた

土石の土量及び除却さ れた 土石の土量 
 

 
（ 備考） 宅地造成又は特定盛土等に関する 工事について報告を 行う 場合は 1 欄から 7 欄ま でを 、 土石の堆

積に関する 工事について報告を 行う 場合は 1 欄から 3 欄ま で及び 8 欄から 11 欄ま でを 記入する こ と 。  
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様式第１ １  許可申請手数料減免申請書 

 
許 可 申 請 手 数 料 減 免 申 請 書                      

 
 鹿児島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則第１ ６ 条第２ 項の規定によ り 、 下記のと

おり 許可申請手数料を減免し てく ださ る よ う 関係書類を添えて申請し ま す。  

 
                                年  月  日 

 
 鹿 児 島 市 長         殿 

 
                工事主 住所 

                    氏名                印 

 
記 

 

 
１  宅地造成等所在及び地番  

 

２  宅地造成等の面積                  平方メ ート ル 

３  宅地造成等をする 土地 

  の面積 
                  平方メ ート ル 

４  減免を受けよ う と する 理 

  由 
 

５  条例に規定する 手数料額                       円 

６  そ の 他                                     

※ 減 免 金 額                                  円  

 

 
  受付印 

課 長 係 長 係 
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参考様式 宅地造成等工事施行同意書（ 土地の権利者用）  

 

 
宅 地 造 成 等 工 事 施 行 同 意 書 （ 土 地 の 権 利 者 用 ）  

 
申請者 住所                

氏名                

 
私が権利を有する 次の物件について、 上記の者が宅地造成工事を行う こ と に同意し ま す。  

所 在 地 

及び地番 

地目 面 積 

（ ㎡）  

権利の種別 同 意 

年月日 

権利者の住所氏名 印 備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注 

 １  権利の種別欄は、 所有権、 抵当権等の別を記入する こ と 。  

 ２  同一物件に権利者が２ 人以上いる 場合は、 備考欄にその旨を記入する こ と 。  
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参考様式 宅地造成等工事施行同意書（ 建築物その他の工作物の権利者用）  

 

宅地造成等工事施行同意書（ 建築物その他の工作物の権利者用）  

 
申請者 住所                

氏名                

 
私が権利を有する 次の物件について、 上記の者が宅地造成工事を行う こ と に同意し ま す。  

所 在 地 

 
及び地番 

工 作 物 

 
の 種 類 

工 作 物 の 

形 状 及 び 

敷 地 面 積 

権利の 

 
種 別 

同 意 

 
年月日 

権利者の住所氏名 印 備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

注 

 １  権利の種別欄は、 所有権、 抵当権等の別を記入する こ と 。  

 ２  同一物件に権利者が２ 人以上いる 場合は、 備考欄にその旨を記入する こ と 。  
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参考様式 宅地造成等区域内権利者一覧表（ 土地の権利者用）  

 

 
 

宅地造成等区域内権利者一覧表（ 土地の権利者用）  

所 在 地 

及び地番 

地 目 面 積 

（ ㎡）  

権利の種別 権利者の住所氏名 同意の有 

無 

備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注 

 １  権利の種別欄は、 所有権、 抵当権等の別を記入する こ と 。  

 ２  同一物件に権利者が２ 人以上いる 場合は、 備考欄にその旨を記入する こ と 。  
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参考様式 宅地造成等区域内権利者一覧表（ 建築物その他の工作物の権利者用）  

 

 
 

宅地造成等区域内権利者一覧表（ 建築物その他の工作物の権利者用）  

所 在 地 

 
及び地番 

工 作 物 

 
の 種 類 

工 作 物 の 形

状 及 び 敷 地

面積 

権利の種別 権利者の住所氏名 

同意の 

 
有 無 

備 考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

注 

 １  権利の種別欄は、 所有権、 抵当権等の別を記入する こ と 。  

 ２  同一物件に権利者が２ 人以上いる 場合は、 備考欄にその旨を記入する こ と 。  
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参考様式 設計者の資格に関する 申告書（ 宅造許可用）  

（ 宅造許可用）  
設 計 者 の 資 格 に 関 す る 申 告 書 

年  月  日   

鹿 児 島 市 長 殿 

設計者 住所                  

氏名                  

年  月  日生 

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第１ ３ 条第２ 項

第３ １ 条第２ 項} に規定する 設計資格について、 次のと おり 申告し ま す。 

宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法 施 行 令 

第 ２ １ 条 の 講 ず べ き も の と さ れ る 措 置 

□ 高さ が５ ｍを超える 擁壁の設置 

□ 切土又は盛土をする 土地の面積が 
1500 ㎡を超える 土地の排水施設 

宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法 施 行 令 
第 １ ７ 条 の 該 当 資 格 

□ １ 号  
□ ２ 号 

□ ３ 号 

□ ４ 号 
□ ５ 号 １  ２  ３  ４  ５  

学 

 

歴 

学 校 名 学 部 学 科 名 卒業（ 中退） 年月日 修 業 年 限 

  卒業 

年  月  日 

中退 

年  箇月 

建に 

築よ  

士る  

法資 

等格 

資 格 内 容 取 得 年 月 日 登 録 又 は 合 格 番 号 

□ 技術士（       部門）  
□ 一級建築士 
□ その他 

  

実 

務 

経 

歴 

勤 務 先 職 務 内 容 在 職 期 間 

  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

年  月 ～  年  月 （  年  月 ）  

設 

計 

経 

歴 

事 業 主 体 工 事 施 行 者 施 行 場 所 面 積 許 可 年 月 日 及 び 番 号 

     

    注 
     １  □印のある 欄は、 該当事項の□に×印を付け、 該当資格の欄は該当事項を○で囲むこ と 。  
     ２  学歴欄は、 設計資格に関係のある 最終学歴を記入する こ と 。  
     ３  実務経歴及び設計経歴欄は、 宅地開発に関係のある も ののみを記入し 、 設計 
      歴欄に記入し た工事については、 当該工事の設計を申告者が行ったこ と を証する 事業主体発行の証明   

書を添付する こ と 。  
     ４  建築士法等によ る 資格の証明書、 卒業証明書等を添付する こ と 。  
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参考様式 委任状（ 宅地造成等許可用）  

 

（ 宅地造成等許可用）  

 
委 任 状 

 

 

住所 

 

氏名                      

 

（ TEL   －   －   ）  

   

 上記の者を私の代理人と 定め、 宅地造成等工事に係る 次の行為を委任し ま す。  

１ ． 許可申請書の提出 

 

２ ． 関係機関と の協議 

 

３ ． 許可通知書の受理 

 

４ ． 検査済証の受理 

 
 

 
地名・ 地番 鹿児島市 

宅地造成等面積 ㎡ 

 

 

 

  年  月  日 

 

住所 

申請者 

氏名               
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参考様式 誓約書（ 宅地造成等許可用）  

 

（ 宅地造成等許可用）  

 

誓 約 書 
 

 

 

 鹿児島市長  殿 

 

 

記 

 

 今般、 私           が鹿児島市               に､       

       を 目的と し た宅地造成等の許可によ る 造成工事を 行う に際し 、 工事中及び完了後も

造成工事によ る 苦情や境界に関する 紛争並びにその他諸問題等につき ま し ては、 私が責任を も っ て

処理し 、 関係官庁には一切ご迷惑を かけないこ と を 誓約致し ま す。  

 

 

     年  月  日 
 

                 住所 

          申請者 

                 氏名                                    

 

                 住所 

          設計者（ 代理人）  

                 氏名                                    
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参考様式 協議書（ 宅地造成等許可用）  

（ 宅地造成等許可用）  

協 議 書 

担当課〔            〕  

宅 地 造 成 等 区 域 〔 宅地造等成面積       ㎡〕  

設計者 住所 氏名 
住所 

氏名                   ℡ 

協 議 事 項 指 摘 事 項 協 議 結 果 

 設計に関する こ と    

そ の 他   

 協 議 年 月 日 

 

 

    年  月  日 

  

申 請 者 

 住所 

  

氏名                        

 協 議 担 当 課 

 

 担当（    ）  

 

                                                  印 

※ 協議成立後 押印し て下さ い｡  
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参考様式 地盤調査に関する 確約書（ 宅地造成等許可用）  

（ 宅地造成等許可用）  

地盤調査等に関する 確約書 
 

鹿児島市長 殿 

 

記 

 

 今般、 私        が鹿児島市             で行う 、 宅地造成等に関する 工

事につき ま し ては、 別紙理由によ り 事前の地盤調査を行う こ と ができ ま せん。  

つき ま し ては、 擁壁工事に着手する 前迄に地盤調査等を 行い、 当該許可申請書の擁壁設計において

必要と なる 地盤の許容応力度や設計に用いた諸定数を確認し 、 市長に報告し た上で施工する と と も に、

完了時には地質調査等の結果を完了検査申請書に添付する こ と を確約致し ま す。  

 地盤調査等の結果、 地盤改良や擁壁構造の変更が必要と なる 場合は、 市長と 協議し 、 承認を 得た上

で工事施工する と と も に、 完了検査申請を行う 前迄に変更許可の手続き を 行いま す。  

 

  年  月  日 

申請者住所                   

 

               氏名                 

 

設計者住所                    

（ 代理人）  

               氏名                 

 
工事施行者住所                  

 

               氏名                 

 

※ 宅地造成等許可申請段階で工事施行者が未定の場合は、 工事施行者の欄は未記入でも よ いが、 工事着手届の提出時に

工事施行者の確約書も 提出する こ と 。  
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参考様式 宅地造成等工事に関する 変更届出書 

 

 

 

宅地造成等工事に関する 変更届出書 

 

  年  月  日  

 

 鹿児島市長 殿 

 

住所 

届出者 

氏名                 

 

    宅地造成及び特定盛土等規制法{
第16条第２ 項

第35条第２ 項} の規定に基づき 、宅地造成等に関する 工事の変更につ

いて、 次のと おり 届け出ま す。  
  

１  変 更 に 係 る 事 項 
 

 ２  変 更 の 内 容 

変 更 前 変 更 後 

  

３  変 更 の 理 由 

 

 ４  許 可 年 月 日 及 び 番 号      年  月  日 指令土調宅第     号 
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参考様式 宅地造成等に関する 工事の検査済証交付前の建築工事着工承認申請書 

 

宅地造成等に関する 工事の検査済証交付前の建築工事着工承認申請書 
              年  月  日 

鹿児島市長 殿               

      工事主 住所       

        氏名      

 宅地造成及び特定盛土等規制法{ 第１ ２ 条第１ 項

第３ ０ 条第１ 項} に基づき 宅地造成工事の許可を受けた土地について、

同法{ 第１ ７ 条第１ 項

第３ ６ 条第１ 項} の工事完了検査及び同法{ 第１ ７ 条第２ 項

第３ ６ 条第２ 項} の検査済証交付前に次のと おり 建築物を

建築し たいので承認を申請し ま す。  

 許可年月日及び番号     年   月   日 指令土調宅第    号 

 建築物を建築する  位置             

 敷地 面積           ㎡ 

 建  築  物 

位置             

面積 
建築（ 構築） 面積         ㎡ 

延べ床面積         ㎡ 

 検査済証交付前に建築し よ う              

 と する 理由               

 ※承認年月日及び番号     年   月   日      第    号 

 ※条             件 
            

            

               

  受付印        課長 係長 係 

               

               

注１  ２ 部提出する こ と 。              

 ２  工事工程表、 手戻り 工事の内容、 防災上安全性が確保さ れる と 判断でき る 根拠等を添付する こ と 。  

 ３  建築の確認済証の写し 及び建築図面を添付する こ と 。      

 ４  ※の欄は記入し ないこ と 。            
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参考様式 宅地造成等工事変更協議申出書 

 

（ 宅地造成等用）  

 

宅地造成等工事変更協議申出書 

 
年  月  日   

鹿児島市長 殿 

 
工事主 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

宅地造成等に関する 工事（ 許可番号    年  月  日 指令土調宅第  －  号） の変更をし たいので

協議を申し 出ま す。  

１  変 更 に 係 る 事 項  

２  変 更 の 内 容 

変

更

前 

 

変

更

後 

 

３  変 更 理 由  

備考 ・ 変更理由はでき る だけ詳細に記入する こ と 。  

   ・ 変更に係る 図面等を添付する こ と 。  
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参考様式 宅地造成等に関する 工事の許可申請書の取下書 

 

（ 宅地造成等用）  

 

宅地造成等に関する 工事の許可申請書の取下書 
 

年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

申請者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

宅地造成等に関する 工事の許可申請書を取り 下げま すので、 次のと おり 届け出ま す。  

１  申 請 年 月 日   年  月  日 

２  土 地 の 所 在 及 び 地 番  

３  取 り 下 げ の 理 由  

 
 受付印 

 課長 係長 係 
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参考様式 工事主の資力及び信用に関する 申告書 

 
工 事 主 の 資 力 及 び 信 用 に 関 す る 申 告 書 

年  月  日    

鹿 児 島 市 長 殿 

 
申請者 住所                      

氏名又は名称及び代表者の氏名              

 

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第 12 条第２ 項第２ 号

第 30 条第２ 項第２ 号} に規定する 工事主の資力及び信用について、 次のと お

り 申告し ま す。  

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金 千円 

法 令 に よ る 登 録 等  

従 業 員 数 等  

前 年 度 事 業 費 千円 資産総額 千円 

前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税    千円 事業税         千円 

主たる 取引金融機関  

工事管理者住所氏名  

役 

員 

略 

歴 

職 名 氏 名 年齢 在社年数 資格、 免許、 学歴その他 

     

宅係 

地行 

造為 

成経 

関歴 

工事名 工事施行者名 工事施行場所 面積 許認可番号年月日 着工及び完了年月日 

      

 注 

  １  法令によ る 登録等の欄には、 宅地建物取引業法によ る 免許、 建築士法によ る  

   建築士事務所登録、 建設業法によ る 建設業者登録等について記入する こ と 。  

  ２  添付書類 

(1) 法人税又は所得税の納税証明書(前年度分) 

(2) 財務諸表(法人の登記簿謄本を含む)  
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参考様式 工事施行者の能力に関する 申告書 

 
工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 申 告 書  

年  月  日   

鹿 児 島 市 長 殿 

 
工事施行者 住所               

氏名               

宅地造成及び特定盛土等規制法{
第 12 条第２ 項第３ 号

第 30 条第２ 項第３ 号} に規定する 工事施行者の能力について次のと おり 申告

し ま す。  

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金 千円 

法 令 に よ る 登 録 等  

従 業 員 数 等 

事 務 技 術 労 務 計 

    

前 年 度 納 税 額 法人税又は所得税    千円 事業税         千円 

主たる 取引金融機関  

工事管理者住所氏名  

技 

術 

者 

略 

歴 

職 名 氏 名 年齢 在社年数 資格、 免許、 学歴その他 

     

宅係 

地行 

造為 

成経 

関歴 

工事名 工事施行者名 工事施行場所 面積 許認可番号年月日 着工及び完了年月日 

      

    注 

     １  法令によ る 登録等の欄には、 建設業法によ る 建設業者登録、 建築士法によ る  

      建築士事務所登録等について記入する こ と 。  

     ２  添付書類 

      (1) 法人税又は所得税の納税証明書(前年度分) 

      (2) 事業経歴書(法人の登記簿謄本)
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参考様式 暴力団等に該当し ない旨の誓約書 

 
暴力団等に該当し ない旨の誓約書 

 

 

私（ 当法人・ 当組合を含む。） は、 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく 許可申請を行う に当たって、 次の事項

について誓約し ま す。  

 こ の誓約が虚偽であり 、 又はこ の誓約に反し たこ と によ り 、 当方が不利益を被る こ と になっても 、 異議は一切申

し 立てま せん。  

 ま た、 当方の個人情報を警察に提供する こ と について同意し ま す。  

 

 

１  私（ 当法人・ 当組合を含む。 役職・ 氏名等は次表のと おり 。） は次の（ 1） から（ 4） のいずれにも 該当し ま せん。  

役職 氏名
フ リ ガナ

 性別 生年月日 住所 

     

     

     

     

  ※法人又は組合の場合は、 役員の役職・ 氏名等についても 記載する こ と 。  

 

(1) 暴力団（ 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成３ 年法律第 77 号。 以下「 法」 と いう 。） 第

２ 条第２ 号に規定する 暴力団をいう 。 以下同じ 。）  

(2) 暴力団員（ 法第２ 条第６ 号に規定する 暴力団員をいう 。 以下同じ 。） 又は、 暴力団員でなく なった日から ５ 年

を経過し ない者。  

(3) 法人又は組合であって、 その役員のう ちに(2)に該当する 者がある も の 

(4) 暴力団員等がその事業活動を支配する 者 

 

２  １ の誓約事項に反し た場合若し く は誓約が虚偽であった場合、 許可取消し の措置を受けた時は、 こ れに異議な

く 応じ ま す。  

 

 

  年  月  日 

 

鹿児島市長 殿 

 

                   申請者 

住所   

氏名   

（ 法人・ 組合にあっては、 名称及び代表者氏名）  
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参考様式 届出工事届出者地位承継届出書 
 

届出工事届出者地位承継届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

    
 

次のと おり 届出工事の届出者の地位を承継し たので、 届け出ま す。  

１  
届 出 工 事 の 届 出 

年 月 日 
     年  月  日 

２  被 承 継 者 

住 所  

氏 名  

３  承 継 の 理 由  

４  承 継 年 月 日      年  月  日 

 
備考 被承継人が法人のと き は、 主たる 事務所の所在地、 法人の名称及び代表者の氏名を記入する こ と  
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参考様式 届出工事届出者等名義変更届出書 

 
届出工事届出者等名義変更届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

    
 
 次のと おり （ 届出者、 工事施行者） の（ 住所、 氏名） を変更し た（ に異動を生じ た） ので、 届け出ま す。  

１  変 更 事 項 

新  

旧  

２  変 更 理 由  

３  
届 出 工 事 の 届 出 

年 月 日 
    年  月  日 

 
備考 

  １  工事施行者が法人のと き は、 主たる 事務所の所在地、 法人の名称及び代表者の氏名を記入する こ と 。  

  ２  工事施行者の異動の場合には、 新旧両者の連名で届け出る こ と 。   
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参考様式 届出工事に係る 軽微な変更届出書 

 
届出工事に係る 軽微な変更届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

    
 

次のと おり 届出工事の軽微な変更をし たので届け出ま す。  

１  変 更 に 係 る 事 項  

２  変 更 の 内 容 

変

更

前 

 

変

更

後 

 

３  変 更 理 由  

４  
届 出 工 事 の 届 出 

年 月 日 
     年  月  日 

 
備考 変更に係る 事項を説明する 図書を添付する こ と 。   
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参考様式 届出工事完了届出書 

 
届出工事完了届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

    
 

次のと おり 届出工事が完了し たので届け出ま す。  

１  

届 出 工 事 に 含 ま れ る  

 
土 地 の 地 名 地 番 

 
鹿児島市 

２  工 事 区 域 の 面 積 平方メ ート ル  

３  工 事 の 目 的  

４  工 事 完 了 年 月 日      年  月  日 

５  工 事 施 行 者 

住所 

 
 
 
氏名 

 
 
 

６  

届 出 工 事 の 届 出 年 月 日      年  月  日 

届 出 工 事 の 受 付 番 号    第       号 

 備考 

  １  工事施行者が法人のと き は、 主たる 事務所の所在地、 法人の名称及び代表者の氏名を  

   記入する こ と 。  

  ２  着工前及び完了時の状況が分かる 写真を添付する こ と 。   
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参考様式 届出工事廃止届出書 

届出工事廃止届出書 

 
年  月  日   

 
鹿児島市長 殿 

 
届出者 住所（ 法人の場合にあっては所在地）         

 
 

氏名（ 法人の場合にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 

    
 

次のと おり 届出工事を廃止し たので届け出ま す。  

１  
廃 止 し た 届 出 工 事 の 

届 出 年 月 日 
     年  月  日 

２  
廃 止 し た 届 出 工 事 の 

受 付 年 月 日 
     第     号 

３  届 出 工 事 を 廃 止 し た 理 由  
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開発宅造・ 建築相談書 

月  日 現場調査（    ，   ）    

    № 

 

）  
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